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平成 30 年度岩手県教育支援体制整備事業（教育の質の向上のための緊急環境整備・園務改善

のための ICT 化支援）の実施予定調査について（照会） 

このことについて、岩手県保健福祉部子ども子育て支援課から平成 30 年度岩手県教育支援体制整

備事業（教育の質の向上のための緊急環境整備）の実施予定について別添のとおり照会がありまし

たので、貴法人において事業の実施計画がある場合には、下記１により関係書類を提出願います。 

また、平成 30年度岩手県教育支援体制整備事業（園務改善のための ICT 化支援）について、実施

予定がある場合には、下記２により関係書類を提出願います。 

なお、実施予定の事業により、書類の提出先が異なるほか、本調査は、県の予算要求の根拠資料

とするものであり、事業の実施を確約するものではありませんので、御留意願います。 

記 

１ 岩手県教育支援体制整備事業（教育の質の向上のための緊急環境整備） 

 (1)提出書類 

   ①平成 30年度教育支援体制整備事業費交付金事業計画書（別添１） 

   ②遊具等に係る見積書の写し及びカタログの写し 

 (2)提出先及び提出期限 

   平成 29 年 10 月 20 日（金）までに岩手県保健福祉部子ども子育て支援課 子育て支援担当宛

て直接提出してください。 

   TEL：019-629-5460 E-mail：junichi-nakamura@pref.iwate.jp 

 (3)備考 

   ①事業の実施予定がない場合には、その旨の報告は不要です。 

   ②事業計画書の作成に当たっては、別添岩手県保健福祉部子ども子育て支援課総括課長通知、

教育支援体制整備事業費交付金交付要綱及び実施要領（別紙１）を参照願います。 

 

２ 岩手県教育支援体制整備事業（園務改善のための ICT 化支援） 

 (1)提出書類 

   下記書類をメール及び郵送にて提出願います。 

   ①平成 30年度教育支援体制整備事業費交付金事業計画書（別添２）（紙媒体及びデータ） 

   ②対象経費の根拠となる見積書等の写し（紙媒体のみの提出で可） 

 



 (2)提出先及び提出期限 

   平成 29 年 10月 20 日（金）までに下記担当宛て提出してください。 

 (3)備考 

   ①事業の実施予定がない場合には、その旨の報告は不要です。 

   ②事業計画書の作成に当たっては、教育支援体制整備事業費交付金交付要綱及び実施要領（別

紙５）及びＱ＆Ａを参照願います。 

  

【担当】 私学振興担当 横田 

電話  019-629-5042 

FAX  019-629-5049 

Mail   AH0007@pref.iwate.jp 


